
顧問弁護士のご案内

　企業活動において生じる人事労務や取引先とのトラブル、経営拡大・新規事業
によって生ずる新たなリスク。弁護士法人リーガルプラスは、「適正な価格」で社
内事情・業界をよく知る弁護士が、スピーディーに対応いたします。

【対応業種】介護・医療機関、保険代理業、飲食業、販売業、IT関連業、建築・
内装業、製造業　など

（オンライン対応）セミナー講師派遣のご案内

取り扱い業務のご案内
　リーガルプラスでは、交通事故、労災事故、相続トラブル、離婚、借金問題、企業
法務などの法律問題について、各地域で対応しています。まずはお気軽に、お近く
の事務所へご相談ください。

　リーガルプラスでは、ご希望に沿ったテーマでの社内セ
ミナーや、勉強会の講師派遣を承っております。
　近年、法令遵守の徹底や、それに伴うガバナンスの強
化、ハラスメントの予防・体制作りといった点に意識を持
たれる企業も多くなってきました。企業が抱えるさまざま
な問題について、弁護士が社内セミナーの講師として、研修を通じてコンプライア
ンス意識の向上や、労務管理のレベルアップを支援します。

【受付】 
TEL：03-6265-1686（平日 9：30〜18：00）

E-mail : mail@bengoshi-lp.com
講演研修テーマ・費用などお気軽にお問い合わせください。

【東京法律事務所】 TEL：03-6265-1817

【船橋法律事務所】TEL：047-407-4680【津田沼法律事務所】 TEL：047-409-6371

【柏法律事務所】TEL：04-7197-3401

【成田法律事務所】TEL：0476-20-3031

【渋谷法律事務所】TEL：03-6427-1651 【上野法律事務所】TEL：03-5834-3075

【千葉法律事務所】TEL：043-301-6761

【市川法律事務所】TEL：047-712-5100

【かしま法律事務所】TEL：0299-85-3350

父母の離婚後の子の養育に関する見直し
1　はじめに

2024年に成立した民法等の一部を改正する法律によって、父
母が離婚をした後も子どもの利益を確保することを目的として、
子どもを養育する親の責務が明確化されるとともに、親権・養
育費・親子交流などに関するルールも見直されました。

この法律は、2026年5月までに施行されることになっており、
施行まで1年を切りました。

以下、主な改正点をピックアップしていきます。

2　親の責務等に関するルールの明確化
父母が、親権や婚姻関係の有無にかかわらず、子どもを養育

する責務を負うことが明確化されました。具体的には、子の心
身の健全な発達を図るため子の人格を尊重すること、子の利益
のために父母が互いに人格を尊重し協力をすることなどが親の
責務として定められました。

また、親権が子の利益のために行使されなければならないも
のであることも明確化されました。

3　親権に関するルールの見直し
これまでは、父母が離婚した場合は、親権者を父又は母のい

ずれか一方と定めるとする単独親権という制度が取られていま
した。しかし、今回の改正法では、親権者を父母の双方又は一
方と定めるとされ、父母の離婚後も共同親権とする選択肢が加
えられました。

共同親権の導入については、2024年6月号のニュースレター
でも取り上げておりますので、詳細はそちらをご参照いただけ
ればと思います。

4　養育費の支払確保に向けた見直し
これまでは、同居親と別居親の間で養育費の支払いに関する

取決めをしていたとしても、養育費の支払いを怠ったときに別
居親の財産を差し押さえるためには、債務名義（公正証書や調

停調書など）が必要でした。しかし、今回の改正法では、養育
費債権に先取特権（優先権）が付与されることになり、債務名
義がなくても財産を差押えすることが可能になりました。

これにより、養育費の取決めに基づく民事執行手続（預金口
座や給与の差押えなど）が容易になり、養育費の取決めの実効
性が向上されることが期待されています。

5　安全・安心な親子交流の実現に向けた見直し
調停や審判などの家庭裁判所の手続において親子交流を試行

的に行うこと（試行的実施）に関する制度が整備されました。
また、婚姻中の父母が別居している場合の親子交流に関する

制度も整備されました。
そして、これまでは、面会交流といえば父母と子どもの交流

とされていましたが、今回の改正法では、父母以外の親族（祖
父母など）と子どもとの交流に関する制度も整備されました。

6　おわりに
ここでピックアップしたものは改正法の一部にすぎず、この

他にも多くの改正がなされています。
現行法と改正法の違いや改正法が施行された後の運用などに

ついて気になる方は、ぜひ弁護士にご相談いただければと思い
ます。

ニュースレターをお読みになられた方からの法律相談・個別案件のお問い合わせ（平日・土曜  9：30〜18：00）

【船橋法律事務所】
所属弁護士：西池　峻矢（にしいけ　しゅんや）

早稲田大学法学部卒業、早稲田大学大学院法務研究科修了。
弁護士登録以降、「自身が勉強した法律を使って、法的な紛争
で苦しんでいる人々を助けてあげたい」という気持ちを胸に、
交通事故や一般民事、家事事件などの分野で活動を行う。趣
味は野球やラグビーなどのスポーツ観戦、好きな言葉は「意志

あるところに道は開ける」。
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編集後記
以前、中学校のキャリア教育について話を聞く機会があり、そこで、「今は夢に向かって一直

線に向かっていく職業選択の推進ではなく、転職することを前提として、色々なものに興味を持
ち、失敗を重ねつつもチャレンジをしていった結果、自分の夢を見つけ、目指す職業にたどり着
くような教育をしている」というお話が印象的で、最近のキャリア教育について調べてみました。

昔は進路指導という主に学業成績に基づく「出口指導」や進学・就職の選択支援が中心でし
たが、現在は「キャリア教育」へと転換され、子どもや若者が自分らしい生き方を実現し、社会
で自立して生きていくための基盤となる能力や態度を育てる教育、他方で単なる職業選択のた
めの教育ではなく、人生全体を見据えた「生きる力」を育むことを目的に実施がされているとの
こと。

各段階の特徴は、小学校では「働くこと」や「生きること」への興味・関心を広げ、中学校で
は実際に社会や職場を体験しながら将来の選択肢を広げ暫定的に進路を考え、高校では進学や
就職など具体的な進路選択とそのための準備を行っているそうです。

アニメ『アンパンマン』の主題歌『アンパンマンのマーチ』の一節で、「なんのために生まれて なにをして生きるのか」という歌詞がありますが、
キャリア教育について調べ、考える中でこの歌がふと頭によぎり、その歌詞のメッセージ性を改めて考える機会にもなりました。

1　ご相談時の状況
ご依頼者は、信号機のある交差点を直進していたところ、対

向車線から右折してきた相手方車両と衝突したことで、車両損
害が生じ、また、数か月間の通院を余儀なくされました。事故後、
ご依頼者は、相手方の保険会社と、車両損害を含む物的損害に
つき、過失割合をご依頼者と相手方とでそれぞれ5％：95％と
する示談をしました。

ご依頼者としては、怪我に関しても上記過失割合で示談でき
るものと考えていました。しかし、相手方保険会社からは、物
的損害での過失割合はあくまで早期解決のためのものであり、
怪我に関しては別途協議することを前提としていた、との話を
され、20％：80％での過失割合を提案されることとなりました。
このような状況にご依頼者としては納得ができずご相談に来ら
れました。

2　過失割合について
一般的に、過失割合を判断するにあたって、まずは『別冊判

例タイムズNO.38』（以下、「判タ」といいます。）を参照する
こととなります。判タとは、過去の裁判例等から典型的な交通
事故を類型化し、事故態様に応じて一応の目安となる基本的な
過失割合を記載したものです。また、事故態様によっては、基
本的な過失割合を左右する修正要素なども記載されています。
そのため、典型的な事故については、判タの基本的な過失割合
や修正要素をもとに、事案に応じて過失割合を決めていきます。

3　主な活動内容
本件においても判タを参照したところ、基本的な過失割合と

しては、相手方保険会社の提示する通りの過失割合になりそう
でした。しかし、ご依頼者から事故当時の状況をお聞きすると、
事故現場は大きな交差点であり、ご依頼者が先に交差点に入っ
た後に、相手方運転車両が交差点に進入して右折を開始し、ご
依頼者の車両の横から衝突したとのお話でした。

このような状況から、当職は、相手方保険会社に対し、物損
資料などを踏まえながら、既に交差点に入っていたご依頼者に

は回避可能性がない、ないしは過失割合に修正が認められる旨
の主張をしていきました。そうしたところ、最終的には10％：
90％で示談することとなり、ご依頼者は当初の提示額より多く
賠償金を得ることができました。

4　最後に
今回紹介した事案では、過失割合が主な争点となりました。

過失割合は事故態様に応じて判断されることになるため、当時
の事故態様が分かるような客観的資料、例えば、ドライブレコー
ダーの映像や刑事事件の記録等があれば、より有利な提示や解
決がしやすくなります。

弊所は、交通事故事件を多く取り扱っており、来所相談だけ
でなく電話やウェブを通じたオンラインでのご相談も可能です。

お困りの際はお気軽に弊所までお問い合わせください。

ニュースレターをお読みになられた方からの法律相談・個別案件のお問い合わせ（平日・土曜  9：30〜18：00）

【東京法律事務所】 TEL：03-6265-1817

【船橋法律事務所】TEL：047-407-4680【津田沼法律事務所】 TEL：047-409-6371

【柏法律事務所】TEL：04-7197-3401

【成田法律事務所】TEL：0476-20-3031

【渋谷法律事務所】TEL：03-6427-1651 【上野法律事務所】TEL：03-5834-3075

【千葉法律事務所】TEL：043-301-6761

【市川法律事務所】TEL：047-712-5100

【かしま法律事務所】TEL：0299-85-3350

交通事故解決事例

リーガルプラスでは、交通事故、労災事故、相続トラブル、離婚、借金問題、
企業法務などの法律問題について、各地域で対応しています。まずはお気軽
に、お近くの事務所へご相談ください。

取り扱い業務のご案内

リーガルプラスでは、中小企業法務から個人法律トラブルまで、各地域で対応
しています。交通事故に関する相談件数は、千葉県を中心に年間1,000件以上
の実績※がございます。まずはお気軽に、お近くの事務所へご相談ください。
※2024年1月1日～12月31日

【かしま法律事務所】
所属弁護士：佐々木　英人（ささき　ひでと）

山形大学人文学部卒業、中央大学法科大学院法務研究科修
了。弁護士登録後はかしま法律事務所に所属し、主に、交通事
故、労働事件、相続、離婚・不貞問題、中小企業法務（労務問
題）を中心に活動を行う。ご依頼者様にしっかり寄り添い、少
しでも早く不安や不満が解消されるよう迅速な活動を心がけ

ている。好きな言葉は「雨垂れ石を穿
う が

つ」。

プロフィール


